
 

  

 

データに対する投資戦略 
堅固な戦略とガバナンスが求められる理由 
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要点 

データは資産であり、資産として管理する必要があります。 

 資産運用会社は豊富なデータを保有していますが、多くの場合、構
造化されておらず、統一性にも欠けるため、プロセスの非効率性につ
ながっています。 

 堅固なデータ戦略のもとで、よりクオリティの高いデータを備え、「唯一
の真性データ（SVOT:single version of the truth）」を確立するこ
とによって、社内外からのデータに対する信頼性が高まり、資産運用
会社はそのメリットを享受します。 

 ITと事業活動領域の両面を兼ね備えたデータ主体の明確且つ頑強
なデータ・ガバナンスのもとで、理解が深まり、透明性は向上します。 

 スケーラブルでアクセスが容易なデータ・リポジトリは、組織内外の円
滑なデータフローを可能にします。 

 あらゆる機会から恩恵を享受するには、戦略とガバナンスの両面から
経営陣の理解を得ることが重要になります。 

注意事項：本資料はDeloitte Globalが2022年12月に発表した内容をもとに、デロイト トーマツ グループが翻訳・加筆したものです。 
和訳版と原文（英語）に差異が発生した場合には、原文を優先します。 



 

運用資産残高は増加傾向にあり、2021年末には過去最高の
123兆米ドル超に達しています1。これと並行して、資産運用会社
はこれまで以上に多くのデータを利用できるようになりました。その
結果、組織レベルでのデータ管理について、テクノロジーとガバナンス
の両面から疑問が生じています。 
運用の戦略と商品が広がる中で、規制はさらに強化されるように
なり、その結果、規制対応の戦略を策定する必要性が生じていま
す。レポーティング用の正確な指標を提供して、情報セキュリティを
確保する形で、データを保護、管理、構造化する必要があります。
堅固なデータ戦略のもとで、ビジネス現場によるリアルタイムのアナ
リティクス分析（self-service analytics）が実現し、拡充された
アナリティクスとAIによって、以前は考えられなかったような戦略の
予測やシミュレーションが可能になります。 
このように、非構造化データは必ずしも「new gold」ではありません
が、クレンジング、保護、構造化された実行可能データに基づく情
報は、これに該当します。堅固なデータ戦略とガバナンスの一環と
して、この有益なデータを活用することによって、資産運用会社はサ
ステナビリティの促進と収益の向上に寄与する知見を得ることがで
きます。 
資産運用会社は、現在のデータ戦略を再考するべきでしょう。デジ
タル・トランスフォーメーションを推進する資産運用会社が増えつつ
ある今こそが1、アルファ創出の手段としても、強力なアプローチを検
討する絶好の機会と言えます。メリットを最大限に享受するために、
意思決定者は考え方を変えて、「資産としてのデータ」という発想
を取り入れる必要があります。経営陣の理解が深まるにつれて、
効果的な戦略が適切に実行されるようになるでしょう。 
資産としてのデータ: 構造化データのメリット 
データは資産であり、資産として管理する必要があります。このよう
な発想を有する資産運用会社はデータ主導のアプローチを採用す
る傾向があり、このアプローチから具体的な知見を獲得できるように
なります。データ戦略を導入する際には、現在のデータの成熟度と
目標とするデータの成熟度を考慮した上で、移行に必要なステップ
を定義付ける必要があります。 
明確なガバナンスに裏打ちされた効果的なデータ管理ソリューション
を導入することで、資産運用会社はさらなる支援材料を獲得でき
ます。経営陣の監督下で、データ・ニーズの優先順位を明確に規
定することによって、そのような状態が実現します。また、頑強な
データ・ガバナンスによって、ITと事業活動領域の整合性は高まりま
す。その結果、要求に沿ったデータの利用が確実に優先され、透
明性と理解の向上を通じてクオリティは改善されます。

また、バックオフィスとフロントオフィスは使用するデータを信頼できる
ようになり、顧客とのエンゲージメントの促進や収益の向上に結び
付きます 

「唯一の真性データ（SVOT: single version of the truth）」を確
立することも、資産となります。非構造化データを単一の意味のあ
る参照ポイントに変換し、複数のデータソースへの依存を減らす「マ
スター・データ・システム」を構築することによって、SVOTの確立が可
能になります。このように一元化することによって、システム間のコン
トロールは強化され、データの確実な整合性とリスクの削減につな
がります。また、マスター・データ・ソースを使用した場合、スタッフが
データの“修正”に費やす時間が削減されるため、全体のコスト削減
にも結び付きます。さらに、マスター・データ管理システムの導入に伴
い、システム間でのデータ追跡が可能となるため、内部監査コンプ
ライアンス体制も強化されます。 
規制順守の重要性が高まる中で、堅固なデータ戦略がもたらす影
響は軽視できません。EUのDORA（デジタル・オペレーショナル・レ
ジリエンス法）とGDPR（一般データ保護規則）に準拠した適切
なデータ保護技術によって、データはさらに強固なものとなり、社内
システム内のサイバー攻撃に対する脆弱性も緩和されます2。その
結果、サイバー攻撃に付随しやすいリスクやその他のコストの削減
にもつながります。 
しかしながら、戦略に忠実に従い、これを完全に実現するためには、
明確に規定されたガバナンスの枠組みが必要になります。データは
万人に影響するため、役職にかかわらず組織全体において、ガバ
ナンスを強化しなければなりません。頑強なデータ・ガバナンスを確
立するためには、役割と責任を明確に規定し、資産運用会社の
規模に応じて振り分ける必要があります。頑強なガバナンスのもと
で、説明責任があらゆるレベルで確実に果たされ、ITと事業活動
領域との間の整合性の強化につながります。これは非常に重要な
ポイントであり、信頼性が高く、安全で、実行可能なデータを作成
するには両者のコラボレーションが必要であり、その結果、資産運
用会社がインサイト・ドリブンな体制を築くための強固な基盤が提
供されます。また、このようなコラボレーションとガバナンスを構築する
ことによって、組織において追跡可能な監督されたユースケースから
恩恵を享受することが可能になり、付加価値を伴うデータは維持
され、そして会社の資産となります。 

図表 1: ルクセンブルクの AIF 市場の成長率（前年比、ファンド種別） 
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より持続可能性が高い世界における投資 
オルタナティブ投資ファンド（AIF）の魅力は、特にルクセンブルク
市場において高まっています。2021年末時点では、ルクセンブルク
籍のAIFの純資産価値（NAV）は1.4兆ユーロ、運用資産残高
は1.3兆ユーロに達しています3。AIF市場は毎年のように大きく成長
しており（図表1）、近い将来に成長が鈍化することは想定され
ていません。一例を挙げると、2020年時点では、欧州経済領域
30カ国（EEA30）のAIF市場において、プライベートエクイティ（PE）
ファンドと不動産（RE）ファンドのNAVのシェアは、それぞれ6%、
13%でした4。これに対して、ルクセンブルクのAIF市場では、両者の
シェアはそれぞれ26%、15%でした（2021年時点5）。 
AIFは流動性が低いため、ESGについて追加的に考慮する必要が
あります。法規制の影響によって変化が促されている資産運用業
界においては、PEファンドとREファンドのレポーティングがとりわけ重
要になります。例えば、サステナビリティ関連の報告データのクオリ
ティ改善を目的とする規制として、企業サステナビリティ報告指令
（CSRD）が挙げられます6。この指令はタクソノミー規制（TR）
などの法規制とも整合的であり、データのクオリティとストレージの観
点から、適切な管理とガバナンスが求められます。 
サステナブル・ファイナンス開示規制（SFDR）レベルⅡの施行を
受けて、第8条と第9条に分類される商品については、追加的な
情報開示が必要になります。これはTRの導入に関連する動きであ
り、PE/REファンド市場ではESGレポーティングの重要性が増してい
ます7。投資家はTRのもとで、環境目標との整合性を図り、表明
した整合性を証明するためのデータを適切に収集することを求めら
れます。堅固なデータ戦略が確立されれば、その影響を受けるシス
テム（オペレーショナル/テクニカル）においてデータを収集して、その
クオリティをレポーティングなどの内部的な要因に基づいて検証する
ことで、正確性と信頼性を高めることが可能になります。 
グリーンウォッシング・リスクの高さを背景に、サステナビリティ関連の
投資の情報開示に対して、一般からの、あるいは規制当局からの
監視が強まりつつあります。このため、長期的なデータの確保が不
可欠であり、その需要が高まっています。また、CSRDは企業に対し
てその強化を促す手段を提供するものですが、堅固なデータ戦略
は、収集、公開され、最終的に監査されるデータに対する信頼を
高めるための、主要な基盤となるべきです。 
持続可能な投資慣行のさらなる強化を求める動きが続く中で、
新たな規制が導入され、規制環境は変化する見通しです。サステ
ナブル・ファイナンス関連のデータも、その対象になります。また、欧
州データ戦略の一環として、投資家向けに提供されるESG商品に
おいても、変化が予想されています。資産運用会社にとっては、堅
固なデータ戦略とガバナンスを確立することが、変化への備えにつ
ながります8。

初期投資以上のリターンをもたらすデータ戦略 
堅固なデータ戦略のもとで、すべてのデータソースが統合され、データ
の作成から使用までの流れがトラッキングされます。その結果、新た
なデータソースを追加的に統合する作業が簡素化されます。また、
最小権限の原則が適用されるため、データ・アクセスは必要な人だ
けに限定され、リスクはさらに低減し、オペレーション上の失敗も減
少します。 
また、知見をチャンスに変換するために、ベンダーから入手するデータ
とパートナーや顧客に提供するデータを、レポーティング・ドメインの間
で統合、照合して、機能ドメインやシェアクラスを跨る正確で詳細
な視点を取り入れることが可能になります。このような知見を特定
するためには、セルフサービス・アナリティクスを提供することが重要
であり、統合データこそが信頼性の高いSVOTの確立に役立ちます。
その結果、エンドユーザーは、データから得られるアイデアを試行やシ
ミュレーションの対象にするなどして、データを試験的に利用する可
能性が高まります。 
堅固なデータ戦略に投資することによって、使用するデータのクオリ
ティに対する信頼性が促進されるだけでなく、レポーティングの改善
にもつながる可能性があります。データは統一性に欠けることが多く、
品質保証の水準にもばらつきがあり、オーナーシップの定義に不備
が存在するケースも見受けられます。このため、データの正確性に問
題が生じて、前述のように「唯一の真性なソース（SSOT: single 
source of the truth）」を決定することがほぼ不可能になります。
しかしながら、データ・ストレージがスリム化されると、SSOTが定義付
けされて外部システムへの依存度は低くなり、社内向けレポーティン
グのクオリティが改善されて、必要な時間が短縮されます。また、
管理可能な監査証跡が作成され、社外向けレポーティングにかか
る時間が短縮されます。 
資産運用における単一の統合されたデータソースの例として、IBOR
（投資判断用データ）がよく知られています。トレーダーやポート
フォリオ・マネジャーのポジションやエクスポージャーの情報が豊富で
あり、より多くの情報に基づく投資判断と投資のレポーティングをサ
ポートするとともに、複数のミドルオフィスとバックオフィスのシステム
間の冗長な照合手続きを不要にします。 
一元化された質の高いデータはアナリティクスに利用できますが、資
産運用会社のデータ成熟度が高まるにつれて、利用するアナリティ
クスの複雑さも増していきます。堅固なデータ戦略は、データを効果
的に管理するために必要なツールを活用して、人工知能や機械学
習のユースケースを解き放ち、ビジネス・バリューを生み出します（図
表2）。 

 



 

図表 2: ビジネス・バリューを改善するためのアナリティクスの複雑性の水準 
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結論 

堅固なデータ戦略とガバナンスは、資産運用会社がデータを資産として確実
に扱えるようにします。的を絞った戦略を採用することによって、オペレーション
上もテクニカル面でも、データはより構造化され、より適切に管理されるように
なります。これによって、既存のサイロは解消され、オペレーションのリスクとコス
トは削減され、より正確なレポーティングと顧客とのエンゲージメントが可能に
なります。ESG関連の法規制が強化される中で、堅固なデータ戦略は報告さ
れるデータの信頼性を高め、データの提供やストレージに関する将来性を追加
的に提供します。また、堅固なデータ戦略とガバナンスはSVOTを創出します。
ユーザーはこれを利用してより高度な分析を行い、付加価値を生み出すこと
が可能になります。 
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